
（単位：円）

科目 本年度末 前年度末 増減

資産の部

   固定資産 17,230,027,160 16,634,082,074 595,945,086

       有形 固定 資産 15,433,905,636 15,029,455,290 404,450,346

       特  定  資  産 1,308,213,323 1,232,953,702 75,259,621

       その他の固定資産 487,908,201 371,673,082 116,235,119

   流動資産 6,204,724,150 5,334,459,577 870,264,573

   資産の部合計 23,434,751,310 21,968,541,651 1,466,209,659

負債の部

   固定負債 861,023,891 251,159,001 609,864,890

   流動負債 2,927,870,718 2,727,045,893 200,824,825

   負債の部合計 3,788,894,609 2,978,204,894 810,689,715

純資産の部

   基本金 18,425,043,067 17,647,748,501 777,294,566

       第１号　基本金 18,166,043,067 17,388,748,501 777,294,566

       第４号　基本金 259,000,000 259,000,000 0

   繰越収支差額 1,220,813,634 1,342,588,256 △ 121,774,622

       翌年度繰越収支差額 1,220,813,634 1,342,588,256 △ 121,774,622

   純資産の部合計 19,645,856,701 18,990,336,757 655,519,944

   負債及び純資産の部合計 23,434,751,310 21,968,541,651 1,466,209,659

貸　借　対　照　表

令和　４年　３月３１日



注記 １．重要な会計方針１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準（１）引当金の計上基準（１）引当金の計上基準

      
徴収不能引当金

      
徴収不能引当金

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　  
未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額 を計上している。

　　　
退職給与引当金

　　　
退職給与引当金

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
退職金の支給に備えるため、東京都私学財団加入者 については期末要支給額 の755,631,000 円の100％を 基にして

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　　
同財団からの交付金相当額 を控除した残額を計上している。 同財団未加入者 においては 期末要支給額20,228,300円

　　　 
の100％を 計上している。

　　　 
の100％を 計上している。

　　　 
の100％を 計上している。

　　　 
の100％を 計上している。

（２）その他の重要な会計方針（２）その他の重要な会計方針（２）その他の重要な会計方針

　　　
有価証券の評価基準及 び評価方法   

　　　
有価証券の評価基準及 び評価方法   

　　　
有価証券の評価基準及 び評価方法   

　　　
有価証券の評価基準及 び評価方法   

　　　　
移動平均法 に基づく原価法である。

　　　　
移動平均法 に基づく原価法である。

　　　　
移動平均法 に基づく原価法である。

　　　　
移動平均法 に基づく原価法である。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

　　　
なし

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額 3,443,279,4203,443,279,420 円

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額 1,135,0001,135,000 円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

　　　
担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　　
担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　　
担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　　
担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　　
担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　　
担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。

土地
　　

本館土地
　　

本館土地 560,363,396560,363,396 円

建物
　　

本館校舎
　　

本館校舎 1,539,417,2941,539,417,294 円

６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額 188,920,327188,920,327 円

７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

　　　
第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

（１）有価証券の時価情報（１）有価証券の時価情報（１）有価証券の時価情報

①総括表

当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）

貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時価時価 差額差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの時価が貸借対照表計上額を超えるもの時価が貸借対照表計上額を超えるもの時価が貸借対照表計上額を超えるもの時価が貸借対照表計上額を超えるもの 649,179,513649,179,513 662,410,002662,410,002 13,230,48913,230,489

（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券） -- -- --

時価が貸借対照表計上額を超えないもの時価が貸借対照表計上額を超えないもの時価が貸借対照表計上額を超えないもの時価が貸借対照表計上額を超えないもの時価が貸借対照表計上額を超えないもの 440,000,000440,000,000 437,140,951437,140,951 △2,859,049△2,859,049

（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券） ( 340,000,000 )( 340,000,000 ) ( 340,000,000 )( 340,000,000 ) 00

合
　　　

計合
　　　

計合
　　　

計合
　　　

計合
　　　

計 1,089,179,5131,089,179,513 1,099,550,9531,099,550,953 10,371,44010,371,440

（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券）（うち満期保有目的の債券） (340,000,000)(340,000,000) (340,000,000)(340,000,000) 00

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 62,113,00062,113,000

有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計 1,151,292,5131,151,292,513

②明細表

種類種類種類種類種類
当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）当年度（令和4年3月31日）

種類種類種類種類種類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時価時価 差額差額

債券債券債券債券債券 340,000,000340,000,000 340,000,000340,000,000 00

株式株式株式株式株式 -- -- --

投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託 749,179,513749,179,513 759,550,953759,550,953 10,371,44010,371,440

貸付信託貸付信託貸付信託貸付信託貸付信託 -- -- --

その他その他その他その他その他 -- -- --

合
　　　

計合
　　　

計合
　　　

計合
　　　

計合
　　　

計 1,089,179,5131,089,179,513 1,099,550,9531,099,550,953 10,371,44010,371,440

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 62,113,00062,113,000

有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計 1,151,292,5131,151,292,513

（２）学校法人の出資による会社に係る事項（２）学校法人の出資による会社に係る事項（２）学校法人の出資による会社に係る事項（２）学校法人の出資による会社に係る事項

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

　　
当学校法人 の出資割合 が総出資額の２分の１以上である会社は次の通りである。

ｉ株式会社ｉ株式会社

　
（ⅰ）事業内容

　
（ⅰ）事業内容 ・教育研究に密接に関わる事業・教育研究に密接に関わる事業・教育研究に密接に関わる事業

・人材育成の目的を主とした適法の一切の事業・人材育成の目的を主とした適法の一切の事業・人材育成の目的を主とした適法の一切の事業・人材育成の目的を主とした適法の一切の事業・人材育成の目的を主とした適法の一切の事業

　
（ⅱ）資本金

　
（ⅱ）資本金 20,000,000 円20,000,000 円

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

　
（ⅲ）学校法人の出資金額等及 び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

令和2年2月14日
　　　

20,000,000円
　　　　

2,000株
　　　　　

100％令和2年2月14日
　　　

20,000,000円
　　　　

2,000株
　　　　　

100％令和2年2月14日
　　　

20,000,000円
　　　　

2,000株
　　　　　

100％令和2年2月14日
　　　

20,000,000円
　　　　

2,000株
　　　　　

100％令和2年2月14日
　　　

20,000,000円
　　　　

2,000株
　　　　　

100％令和2年2月14日
　　　

20,000,000円
　　　　

2,000株
　　　　　

100％令和2年2月14日
　　　

20,000,000円
　　　　

2,000株
　　　　　

100％



　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

　
（ⅳ）当期中に学校法人 が当該会社から受け入れた配当金及び寄附の金額並びにその 他の取引の額

受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)受入配当金
　

0円
　　　

寄付金
　

0円
　　　

その他の取引の額
　

1,746,454円(消耗品費)

　
（Ⅴ）当該会社の債務係る保証債務

　
（Ⅴ）当該会社の債務係る保証債務

　
（Ⅴ）当該会社の債務係る保証債務

　
（Ⅴ）当該会社の債務係る保証債務

学校法人は当該会社 について債務保証を行なっていない。学校法人は当該会社 について債務保証を行なっていない。学校法人は当該会社 について債務保証を行なっていない。学校法人は当該会社 について債務保証を行なっていない。学校法人は当該会社 について債務保証を行なっていない。学校法人は当該会社 について債務保証を行なっていない。

（３）関連当事者との取引（３）関連当事者との取引（３）関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（単位
　

円）（単位
　

円）

役員
資本金又
は出資金

議決権の
所有割合

関係内容関係内容

  
期末  
残高

属性 法人等の 住所 資本金又
は出資金

議決権の
所有割合

役員の 事業上の 取引の内容 取引金額 勘定科目   
期末  
残高

属性

名称

住所 資本金又
は出資金

議決権の
所有割合

 
兼任等 関係

取引の内容 取引金額 勘定科目   
期末  
残高

理事 東方
　

宏
が議決権の過
半数を有して
いる会社

株式会社
学夢堂

東京都
　　墨田区

10,000,000 100% －
学生募集
広報業務
委託

業務委託費
の支払

41,098,500

報酬料金
　委託費

　　広告掲載料
印刷製本費

未払金
7,900

理事小暮幸雄
の近親者が議
決権の過半数
を有している
会社

株式会社
オウル

　クラフト

神奈川県
横浜市 10,000,000 100% －

物品
　　購入等

展示ケース
の購入等 10,169,500

管理用
　　機器備品

　修繕費
0

※取引条件及 び取引条件の決定方針※取引条件及 び取引条件の決定方針※取引条件及 び取引条件の決定方針※取引条件及 び取引条件の決定方針

市場価格を参考として適正な金額で契約しております。市場価格を参考として適正な金額で契約しております。市場価格を参考として適正な金額で契約しております。市場価格を参考として適正な金額で契約しております。市場価格を参考として適正な金額で契約しております。市場価格を参考として適正な金額で契約しております。


